公益財団法人ロータリー日本財団の認定と税制上の優遇措置に関するお知らせ
2011年2月7日

公益財団法人ロータリー日本財団

一般財団法人ロータリー日本財団は、国際ロータリー（RI）のロータリー財団の協力財団として、寄付者が日本において税制上の優遇措置を得るために設立されました。平成22年9月22日に公益認定申請をし、12月24日に約3ヶ月という想定外の速さで、内閣総理大臣より、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第4条に基づき、待望の認定を受けました。
　

公益目的事業の趣旨

1. 個人が海外留学するためもしくは海外から日本へ留学するための奨学金（グローバル補助金における奨学金）及びロータリー平和フェローシップの付与

2. 非営利財団法人である国際ロータリーのロータリー財団の活動を支援するための、寄付金の提供

税制上の優遇措置
ロータリアンの皆様からのご寄付は2011年4月1日から、下図のとおり税制上の優遇措置の対象となります。
なお、恒久基金への寄付につきましては、公益財団法人への寄付として法的に受け入れられるかどうかの調査中であり、現時点では税制上の優遇措置の対象外とさせていただきます。従って、恒久基金への寄付金は国際ロータリー（RI）のロータリー財団寄付金口座へのお振込みをお願いいたします。
寄付金受入について
２０１１年４月１日より開始
公益財団法人への振込口座及び送金明細書につきましては、変更となりますので、後日お知らせ申し上げます。
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ロータリー財団の認証
公益財団法人ロータリー日本財団発足による影響はありません。
ロータリー財団の協力財団である、公益財団法人ロータリー日本財団への寄付は、全てロータリー財団の寄付として扱われます。認証及び寄付累計も維持されます。なお、法人での寄付に対し、ポール・ハリス・フェローなどの個人の認証を受けることはできません。

税制上の優遇措置
公益財団法人ロータリー日本財団への寄付は、特定公益増進法人への寄付として、所得税、法人税などの税法上の優遇措置があります。

◇ 個人寄附の場合
一年間の特定寄附金の合計額から、２,０００円を引いた金額が、総所得金額から控除できます。但し、その年の総所得の４０％相当額が限度となります。

（例）
	年中の総所得金額が600 万円、特定寄附金の合計額が50 万円の場合、50 万円－2千円＝49 万8 千円が、総所得金額より控除できます。（控除額49 万8 千円は、総所得金額600 万円×40％=240 万円の限度内となりますので、49 万8 千円全額が控除対象となります。）


· 法人寄附の場合

通常の一般寄附金の損金算入限度額と同額以上が別枠として、損金算入が認められます。
（例）
	資本金が１億円、年中の所得金額が1,000 万円の場合
（Ａ）一般損金算入限度額＝{(100,000,000 円×2.5／1000）+（10,000,000 円×2.5／100）｝×0.5= 250,000円
（Ｂ）別枠の損金算入限度額=（100,000,000 円×2.5／1000+10,000,000 円×5.0／100）×0.5= 375,000 円

従って、（A）（B）の合計金額（（Ａ）+（Ｂ）=625,000 円）の損金算入が認められます。


· 優遇を受けるためには確定申告が必要です。 寄付金控除の制度、確定申告の手続き等につきましては、最寄りの税務署にお問い合わせください。尚、一部の地域の方は、住民税の控除も受けられます。 対象の地域は都道府県、市区町村の条例で指定された場合となりますので、お住まいの都道府県、市区町村にお問い合わせ下さい。
税制上の優遇措置の対象となる寄付領収書

◇個人による寄付

※所属クラブにまとめて送付します。
7月から12月までの寄付
（合計2千円以上）→　翌年1月末発送
1月から 6月までの寄付*（合計2千円以上）→　同年7月末発送
*但し、初年度は2011年4月1日から6月30日迄の寄付

◇法人による寄付

随時（2千円以上）

国際ロータリー日本事務局
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